
山鹿市の給与・定員管理等について 

１ 総括 

 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区分 
住民基本台帳 

人口(21年度末) 

歳出額 

Ａ 

実質収支 人件費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

（参考） 

20年度の人件費率 

21年度 57,404 人 
29,689,263

千円 

996,120 

千円 

5,407,335 

千円 
18.2％ 20.6％ 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

給   与   費 
区分 

職員数 

Ａ 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ 

一人当たり 

給与費Ｂ／Ａ 

(参考)平均一人

当たり給与費 

21年度 547 人 
2,267,216

千円 

182,857

千円 

421,533 

千円 

2,871,606

千円 

5,250 

千円 

6,302（Ｈ20） 

千円 

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

   ２ 職員数は、平成 22年 4月 1日現在の人数である。 

 

（３）特記事項 特になし 

 

（４）ラスパイレス指数の状況（各年 4月 1 日現在） 
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（注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の 

地方公務員の給与水準を示す指数である。 



    ２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラス 

パイレス指数を単純平均したものである。 

 

２ 一般行政職給料表の状況（H２２年４月１日現在） 

 

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。 

 

３ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（H22 年 4 月 1日現在） 

                         

① 一般行政職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

山 鹿 市 42.6 歳 321,445 円 357,308 円 349,680 円 

熊 本 県 44.1 歳 339,420 円 400,830 円 368,188 円 

国 41.9 歳 325,579 円 ― 395,666 円 

類似団体 43.8 歳 331,740 円 383,940 円 358,484 円 

 

② 技能労務職  

公 務 員 

区 分 
平均年齢 職員数 

平均給料 

月額 

平均給与 

月額（Ａ） 

平均給与月額 

（国ベース） 

山 鹿 市 47.7 歳 42 317,887 円 324,847 円 324,847 円 

うち学校給食員 45.6 歳 24 304,261 円 311,557 円 311,557 円 

うちその他の技能労務職 50.4 歳 18 335,591 円 348,848 円 343,513 円 

熊 本 県 47.3 歳 425 320,016 円 356,449 円 338,657 円 

国 49.3 歳 3,955 284,514 円 ― 322,291 円 

類似団体 49.1 歳 52 295,951 円 318,916 円 307,852 円 

 

 

 

 

 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 

１号給の 

給料月額 
135,600 185 ,800 222 ,900 261 ,900 289 ,200 320 ,600 366 ,200 413 ,700 

最高号給の 

給料月額 
243,700 309 ,400 356 ,600 390 ,500 403 ,000 425 ,100 459 ,100 481 ,300 



③ 幼稚園教育職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

 山 鹿 市 53.0 歳 386,436 円 394,061 円 

熊 本 県 44.8 歳 380,585 円 424,304 円 

 国 － － － 

類似団体 42.6 歳 315,305 円 339,335 円 

 

④ 看護・保健職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

山 鹿 市 42.8 歳 311,360 円 357,076 円 333,227 円 

熊 本 県 － － － － 

国 45.5 歳 318,285 円 － 348,250 円 

類似団体 39.9 歳 302,462 円 353,200 円 314,173 円 

（注）１ 「平均給料月額」とは、H22年4月1日現在における職種ごとの職員の基本給の

平均である。                                         

      ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住

居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当を合計したものであり、地方公

務員給与実態調査において明らかにされているものである。 

また、「平均給与月額（国ベース）」、国家公務員の平均給与月額には時

   間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のた

   め国家公務員と同じベースで再計算したものである。 

 

（２）職員の初任給の状況（H22 年 4 月 1日現在） 

区    分 山鹿市 熊本県 国 

大 学 卒 172,200 円 167,034 円 172,200 円 
一般行政職 

高 校 卒 140,100 円 135,897 円 140,100 円 

高 校 卒 137,200 円 142,299 円 ― 
技能労務職 

中 学 卒 129,200 円 126,585 円 ― 

短大３卒 188,900 円 ― ― 
看 護 職 

短大２卒 180,500 円 ― ― 

 

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（H22 年 4 月 1日現在） 

区   分 経験年数 10～15 年 経験年数 15～20 年 経験年数 20～25 年 

大 学 卒 277,700 円 315,200 円 368,900 円 
一般行政職 

高 校 卒 246,400 円 279,300 円 325,700 円 

技能労務職 248,800 円 278,100 円 302,500 円 

看 護 職 261,125 円 309,267 円 370,907 円 



４ 一般行政職の級別職員数等の状況 

 

（１）一般行政職の級別職員数の状況（H22 年 4月 1日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

1級 主 事 51 人 12.1％ 

2 級 主 事 29 人 6.9％ 

3 級 係長  主任  主任主事 133 人 31.6％ 

4 級 係 長  主 任 94 人 22.3％ 

5 級 課 長  課長補佐 60 人 14.3％ 

6 級 課 長 48 人 11.4％ 

7 級 部 長 5 人 1.2％ 

8 級 部 長 1 人 0.2％ 

 （注）１ 山鹿市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

    ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
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（２）昇給への勤務成績の反映状況 

昇給への勤務成績の反映は行っていません。 



５ 職員の手当の状況 

 

（1）期末手当・勤勉手当 

山 鹿 市 熊 本 県 国 

１人当たり平均支給 

（21 年度）1,499 千円 

１人当たり平均支給額

（21年度）1,666 千円 
― 

（21 年度支給割合） 

期末手当  勤勉手当 

2.75 月分  1.4 月分 

(1.5)月分 (0.7)月分 

（21 年度支給割合） 

期末手当  勤勉手当 

2.75 月分  1.4 月分 

(1.5)月分 (0.7)月分 

（21 年度支給割合） 

期末手当  勤勉手当 

2.75 月分  1.4 月分 

(1.5)月分 (0.7)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の 

級等による加算措置 

・役職加算  5～15％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の 

級等による加算措置 

・役職加算  5～20％ 

・管理職加算 15～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の 

級等による加算措置 

・役職加算  5～20％ 

・管理職加算 15～25％ 

（注） （ ）内は、再任用職員に係る支給割合である。 

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職） 

勤勉手当への勤務実績の反映は行っていません。 

 

（２）退職手当（Ｈ22年 4 月 1日現在） 

山   鹿   市 国 

（支給率）  自己都合 勧奨・定年 

勤続20年  23.50月分  30.55月分 

勤続25年  33.50月分   41.34月分 

勤続35年  47.50月分  59.28月分 

最高限度額  59.28 月分  59.28 月分 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 

       （2～20％加算） 

１人当たり平均支給額 20,727 千円 

（支給率）  自己都合 勧奨・定年 

勤続 20年 23.50 月分  30.55 月分 

勤続 25年 33.50 月分   41.34 月分 

勤続 35年 47.50 月分  59.28 月分 

最高限度額 59.28 月分  59.28 月分 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 

        （2～20％加算） 

 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、21年度に退職した職員に支給された平均額である 

（３）地域手当 

支給実績（21年度決算） 279 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 279 千円 

支給対象地域 支 給 率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

福岡市 10％ １人 10％ 

東京都 18％ １人 18％ 



（４）特殊勤務手当 

支給実績（21年度決算） 67,314 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 498,622 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度） 17.5％ 

手当の種類（手当数） 9 

手当の名称 主な対象職員 主な対象業務 左記職員に対する支給単価 

税賦課徴収業務手当 税務担当職員 税賦課徴収業務 月額 2,500～5,000 円 

社会福祉業務手当 社会福祉業務従事職員 社会福祉業務 月額 5,000 円 

感染症防疫作業手当 感染症防疫作業従事職員 感染症防疫作業 １日につき 290 円 

夜間看護手当 市立病院看護師 深夜勤務作業 １回につき2,000～3,300円 

医師研究手当 市立病院医師 研究手当 月額 70,000～300,000 円 

麻酔専従手当 市立病院医師 
麻酔業務に従事

する場合 
１月につき 100,000 円 

指導医手当 市立病院医師 
指導医の認定を

受けた者 
１月につき 10,000 円 

専門医手当 市立病院医師 
専門医の認定を

受けた者 
１月につき 5,000 円 

産業医手当 

 
市立病院医師 

産業医の要件を

備えた者 
１月につき 5,000 円 

 

（５）時間外勤務手当 

支給実績（21年度決算） 79,521 千円 

支給実績（20年度決算） 67,635 千円 

 

（６）その他の手当 

手当名 内容及び支給単価 

国の制度 

との異動 

国の制度

と異なる

内容 

支給実績 

(21 年度決算) 

扶養手当 ○配偶者  13,000 円 

○その他の扶養親族 

  1 人 6,500 円 

(配偶者がいない場合 11,000 円) 

○加算措置 

16～22 歳年度までの間にある子 

1 人につき 5,000 円加算 

同じ 

 

97,227 千円 

 

住居手当 ○持家の場合…1,500 円     

（Ｈ21.12 月より廃止） 
異なる 

持 家 の 場

合 2,500円 
35,175 千円 



新築、購入後 5年間は 2,500 円 

○借家の場合 27,000 円まで 

通勤手当 ○自動車などを利用する場合 

2,000 円～24,500 円 

○バスなどを利用する場合 

運賃に応じて 55,000 円まで 

同じ 

 

33,668 千円 

管理職手当 定額化 36,000 円～62,000 円 

（管理職手当の月額から、給料月額の

３％を乗じて得た額に相当する額を減

額） 

同じ  

44,624 千円 

単身赴任手当 距離による 同じ  0 千円 

休日勤務手当 勤務時間による 同じ  0 千円 

宿日直手当 勤務による 同じ  12,250 千円 

管理職特別勤

務手当 

勤務時間による 同じ  
0 千円 

初任給調整手当 306,900 円まで 同じ  66,278 千円 

夜間勤務手当 勤務時間による 同じ  10,920 千円 

 

６ 特別職の報酬等の状況（Ｈ22年 4 月 1日現在） 

 

区    分 給 料 月 額 等 

（参考）類似団体における最高／最低 給 
料 

市 長 

副市長 

751,500 円 

583,200 円 

（給料月額から１０％減） 

市 長 1,014,000 円／401,500 円 

副市長   822,000 円／399,600 円 

報 

酬 

議 長 

副議長 

議 員 

410,000 円 

375,000 円 

353,000 円 

議 長    543,000 円／305,000 円 

副議長  503,000 円／250,000 円 

議 員  457,000 円／240,000 円 

市 長 

副市長 

(21 年度支給割合) 2.75 月数 

          加算措置：有 期
末
手
当 

議 長 

副議長 

議 員 

(21 年度支給割合) 2.75 月数 

          加算措置：有 

 

市 長 

副市長 

（算定方式）  （1期の手当額） （支給時期） 

給料月額×0.4×在職月数 16,032,000 円 （任期毎） 

給料月額×0.3×在職月数  9,331,200 円 （任期毎） 

退
職
手
当 

備 考  



（注）退職手当の「1月の手当額」は、4月 1 日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期

（4年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額である。 

 

７ 職員数の状況 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 

 

職員数（人）  

平成

21 

平成

22 

対前年 

増減数 
主な増減理由 

議  会 5 5 0 

総  務 118 111 △7 

税  務 24 24 0 

農林水産 59 55 △4 

商  工 23 22 △1 

土  木 49 45 △4 

民  生 152 140 △12 

衛  生 33                                                                                                                                                                                  36 3 

一 

般 

行 

政 

小  計 463 438 △25 

 

[参考] 

人口 1万人当たり職員数 

76.30 人 

 

 

 

 

事務の集中化 

教  育 113 109 △4 特
別 

小  計 113 109 △4 

 

退職不補充 

 

一般行政合計 576 547 △29 

〔参考〕（Ｈ21） 

人口 1万人当たり職員数 95.29 人 

類似団体の   〃   88.52 人 

病 院 170 177 7 

水 道 10 9 △1 

下水道 15 14 △1 

その他 28 27 △1 

公
営
企
業
等 

小 計 223 227 4 

診療体制充実のため 

 

 

 

合  計 799 774 △25  

※各年度 4月 1日現在の職員数です。 

  ※職員数には教育長を含み、臨時職員、非常勤特別職員は除きます。 

 

 

 

 



（２）年齢別職員構成の状況（Ｈ22年 4 月 1 日現在） 
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区分 
20歳 

未満 

20 歳 

｜ 

23 歳 

24 歳 

｜ 

27 歳 

28 歳 

｜ 

31 歳 

32 歳 

｜ 

35 歳 

36 歳 

｜ 

39 歳 

40 歳 

｜ 

43 歳 

44 歳 

｜ 

47 歳 

48 歳 

｜ 

51 歳 

52 歳 

｜ 

55 歳 

56 歳 

｜ 

59 歳 

60 歳 

以上 

合計 

（人） 

職員数 3 20 56 51 90 89 89 71 108 102 94 1 774 

 

（３）定員管理の数値目標及び進捗状況 

 

①平成 17年 4月 1日～平成 22年 4月 1日における定員管理の数値目標 

区分 平成 17年 4月 1日 平成 22年 4月 1日 純減数 純減率 

普通会計  670 546 △124 △18.5 

公営企業等 204 227 23 11.2 

総   数 874 773 △101 △11.55 

 ※ 公営企業等には、国民健康保険事業、上・下水道事業、病院事業等の公営企業 

   に携わる職員について記載しています。 

 

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 

（各年 4月 1日現在） 



区 分 

部 門 

17 年 

計画始期 

18 年 

1 年目 

19 年 

2 年目 

20 年 

3 年目 

21 年 

4 年目 
累計 

（参考） 

数値目標 

職員数 670 660 633 607 576 581 
普 通 会 計 

増 減  △10 △27 △26 △31 

△94 

(100.9%) △89 

職員数 204 209 214 219 223 213 
公営企業等 

増 減  5 5 5 5 

20 

(95.5%)  9 

職員数 874 869 847 826 799 794 
計 

増 減  △5 △22 △21 △27 

△75 

(99.4%) △80 

※ １ 計画期間は、17年～22年の 5年間である。 

  ２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。 

  ３ 増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画 

1年目以降現年までの職員増減数の累計を示す。 

 

８ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

（１）勤務時間等の状況（通常勤務職場） 

勤務時間 休憩時間 週休日 

8:30～17:15 12:00～13:00 土曜日・日曜日 

 

（２）休暇の設置状況 

事    由 期    間 

年次有給休暇 20 日以内 

病気休暇 90 日以内 

結婚休暇 5日以内 

妊娠中の通勤緩和 1日に 1時間を越えない範囲で必要と認める時間 

妊娠障害休暇 5日以内 

出産予定日以前 8 週間目(多胎妊娠の場合は 14 週間

目)に当たる日から出産の日まで 

産前休暇・産後休暇 

出産の日の翌日から翌日から 8週間 

育児時間休暇 子が 1歳になるまで、1日に 2回各 30分 

配偶者分娩休暇 3日以内（出産補助休暇） 

子の看護休暇 子が中学校に就学するまで、一年度中 5日以内 

忌引休暇 続柄に応じて 1日から 7日 

夏季休暇 3日以内 

特別休暇 

(主なもの) 

永年勤続表彰休暇 20 年・30 年－5日 

 

 



９ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 

（１）懲戒処分の状況 

 戒告 減給 停職 免職 計 

人 数 0 0 0 0 0 

※ 懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対して、その責任を追及して行う 

不利益処分です。 

 

（２）分限処分の状況 

 降任 免職 休職 降給 計 

人 数 0 0 19 0 19 

※ 分限処分とは一定の事由がある場合に、職員の意に反する不利益な身分上の 

変動をもたらす処分です。 

 

１０ 職員の服務の状況 

 

（１）育児休業の取得状況 

 育児休業取得者数 

男  性 0 

女  性 24 

計 24 

 

１１ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 

（１）研修の状況 

  新規採用職員研修（前・中・後期） 15 名 

  自衛隊体験入隊          10 名 

  法制執務研修           26 名 

  クレーム対応研修         42 名 

  メンタルヘルス研修        104 名 

  市町村アカデミー研修       5 名 

  市町村国際アカデミー研修     1 名 

  自治大学校派遣研修        2 名 

  ＮＯＭＡ研修           16 名 

  通信教育             5 名 

  熊本県市町村職員研修協議会研修  89 名 

  人事交流等（県・広域・広域連合・公社・厚生労働省 7名） 



（２）勤務成績の評定の状況 

   本市における職員の勤務成績の評定については、地方公務員法第 40条第 1項の規定

に基づき、職員の勤務実績や職務に関連する能力等を評価する人事評価制度を実施し

ています。 

   この制度は、毎年 10月 1日を基準として職員の自己評価及び上司による勤務評定を

行い、昇任や異動の参考とするものです。 

   また、併せて職員の意識改善等、職員の資質の向上を図ることとしています。 

 

 

１２ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

（１）健康診断の状況       

区  分 受診者数 

定期健康診断 578 人 

人間ドッグ 347 人・配偶者 17名 

 

 

（２）福利厚生費（平成 21年度決算） 

 

 

 

１３ 採用の状況（平成 21年度） 

 

 採用試験 

職  種 
申込

者数 

第 1次試験 

受験者数Ａ 

第 1次試験 

合格者数 

第 2次試験 

合格者数Ｂ 

倍率 

Ａ／Ｂ 

一般事務(大卒) 66 43 11 6 7.1 

一般事務(高卒) 11 9 4 2 4.5 

一般事務（学芸員） 8 6 3 1 6.0 

一般事務（保健師） 12 8 3 1 8.0 

看 護 師 18 13 12 9 1.4 

 

 

 

 

事 業 名 金  額 

健康診断事業 5,837,040 円 

文化スポーツ事業 1,028,964 円 



１４ 措置要求、不服申立ての状況（平成 21年度） 

 

内   容 実 績 

勤務条件に関する措置の要求の状況 無 

不利益処分に関する不服申立ての状況 無 

 

職員の任免及び職員数に関する状況 

（１）採用及び退職者数（平成 21年度採用） 

職  種 採用者数 退職者数 

事  務 9 31 

医  師 2 3 

看 護 師 6 10 

検査技師 0 1 

薬 剤 師 0 1 

栄 養 士 0 1 

介 護 士 0 1 

保 健 師 0 1 

保 育 士 0 7 

調 理 師 0 3 

学 芸 員 0 1 

用 務 員 0 1 

診療情報管理士 1 0 

計 18 61 

 

 



 


